
◎排除⽅式 分流式（⾬⽔・汚⽔）

◎放流先の状況 放流先の確認、放流先管理者との調整をする（排⽔路管理者・河川管理者等）

◎下⽔道管の種類 硬質塩化ビニル管（VU）または鉄筋コンクリート管を標準とする

◎下⽔道管の接合⽅法 管頂接合⼜は階段接合（⼈孔中⼼線における下流管と上流管との落差2cm以上とする）
　 ※塩ビ製小型マンホールを除く

◎下⽔道管の最小管径 ⾬⽔管 … φ250mm
汚⽔管 … φ200mm（流量及び上下流の管径を考慮の上φ150mmも可能とする）

◎下⽔道管の⼟被り 町道の最小⼟被り ……… 0.8mとする（その他は道路管理者との協議による）
国道・県道の最小⼟被り … 道路管理者との協議による

◎下⽔道管の流速 ⾬⽔管 … 流速︓0.8m/s〜3.0m/s
汚⽔管 … 流速︓0.6m/s〜3.0m/s（理想的な流速は1.0m/s〜1.8m/s）
　 ※急勾配道路においての下⽔道管の勾配については下⽔道管理者と協議をすること

◎下⽔道管の埋設位置 ⾞線の中央または歩道（国道・県道の場合は道路管理者との協議による）

◎埋設物との離隔 ⾬⽔管渠・⽔道管 …………… 30cm以上
国・県施設・その他埋設物 … 各管理者との協議による

◎管渠の基礎 硬質塩化ビニル管 …… 360°改良⼟または砂基礎（⽀承角120°）
　　　　　　　　　　　　　　　　砂基礎には管下0.1m、管上0.1mを含む
　 ※管径、⼟被りにより基礎形式は考慮すること
リブ付き硬質塩化ビニル管 …… 360°改良⼟または砂基礎（⽀承角120°）
　　　　　　　　　　　　　　　　砂基礎・砕石基礎には管下0.1m、管上0.1mを含む
　 ※管径、⼟被りにより基礎形式は考慮すること
鉄筋コンクリート管 …… 360°改良⼟（⽀承角120°）、Co固定基礎または砂基礎
　　　　　　　　　　　　　　　　基礎の形状については構造計算による
　 ※⼟質、地耐⼒、荷重条件、埋設条件等により基礎形状は考慮すること

◎管渠の埋戻し 液状化するおそれがある場合は液状化の判定を⾏い対策を施す
　 ※下⽔道施設の耐震対策設計指針と解説 - 2014年版 - ⽇本下⽔道協会　参照
　 ※改良⼟︓⼀軸圧縮強度50kPa〜100kPa

◎管渠の継手 可とう性継手を使用する（耐震性能）

◎⼈孔の使用区分 管渠の起点及び⽅向⼜は勾配が変化する箇所、管渠径等が変化する箇所、段差が生じる箇所、
　　　管渠が会合する箇所に⼈孔を設置すること

0号マンホール（内径75cm組⽴式） ……… 小規模な排⽔または管の起点
　　　　 1号マンホールが設置できない場合（⼈孔深2.0m未満）

1号マンホール（内径90cm組⽴式） ……… 管の起点及び600mm以下の管の中間点
　　　　 ならびに内径400mmまでの管の会合点

楕円マンホール（60cm×90cm組⽴式） … 他の埋設物の制約等から
１号マンホールが設置できない場合

2号マンホール（内径120cm組⽴式） 　　… 内径900mm以下の管の中間点
　及び500mm以下の管の会合点

塩ビ製小型マンホール（内径30cm）  　　 … 管の起点及び200mm以下の管の中間点
（⼈孔深1.5m未満）

　 ※⼈孔深が2m以上の場合はロック付き転落防⽌梯⼦を設置すること
　 ※⾜掛⾦物の位置は原則として⼈孔下流側に取り付けること
　 ※小規模な排⽔ … 開発区域面積が1000㎡未満 等
　 ※既設管渠との会合点には、原則として割込みマンホールを設置すること
　　　設置できない場合は、可とう性⽀管による管接続とし、接続箇所付近に⼈孔を設置すること
　　　また、接続箇所と⼈孔の間には取付管を設置することはできない

◎0号マンホールの採用 以下の条件をすべて満たす場合は0号マンホールを使用することが可能とする
　 ①起点または中間⼈孔であり上下流の⼈孔は1号マンホール以上であること
　 ②管渠が⼈孔で屈折する場合その角度が15°以内であること
　 ③流⼊、流出管径が250mm以下であること
　 ④⼈孔深が2.0m未満であること

◎塩ビ製小型マンホール 以下の条件をすべて満たす場合は塩ビ製小型マンホールを使用することが可能とする
　　　　　　　　　　　の採用 　 ①起点及び中間⼈孔であり、上下流の⼈孔は0号マンホール以上であること

　 ③流⼊、流出管径が200mm以下であること
　 ④⼈孔深が1.5m未満であること

亘理町下⽔道施設設置基準
◎⼈孔の最大間隔 φ600mm以下 … 75m

　※塩ビ製小型マンホールの場合は50mとすること

◎⼈孔の副管 汚⽔管の段差が60cm以上の場合は副管付き⼈孔とする（原則として内副管とする）
　 本管径φ150mm ⇒ φ100mmVU管
　 本管径φ200mm ⇒ φ150mmVU管
　 本管径φ250mm ⇒ φ200mmVU管
インバートの⾼さ … 下流側管径の1/2の⾼さまで設置する
インバートの幅 ……下流側管径と同じ幅とする
インバートの勾配 …下流側管と同じ勾配とする
　※起点⼈孔のインバートは⼈孔内の端部までストレートとすること

◎⼈孔の蓋[亘理町型] 地区区分 … 亘理町全域︓はらこめし（「下⽔道施設構造等標準図」 参照）
構造区分 … 国道・県道・都市計画街路等の必要な箇所及び⾞線区分がある⾞道︓T－25
　　　　　　　　 上記以外の⼀般道路及び歩道︓T－14
表⽰区分 … 汚⽔︓【O】 ⾬⽔︓【U】 幹線︓【幹】 枝線︓【枝】　【路線番号】　【設置年度】

◎⼈孔の蓋と 調整リングは原則として1個のみ使用し、⾼さを調整する（5cm・10cm・15cm）
　　　上部側塊との固定 ⾼さ調整のモルタル充填は無収縮の流動性モルタルを使用する

モルタル調整⾼さは2cm以上7cm未満とする
枠の変形を生じないように変形防⽌用の部材（球面状調整駒）を使用する

◎⼈孔と管渠の継手 可とう性継手を使用する（耐震性能）

◎公共桝[亘理町型] 道路境界から1m以内の私有地に設置する
（狭あい道路の場合は建築基準法に基づく道路後退線から1m以内の私有地に設置する）
公共桝の深さは1mを標準とする
蓋はφ200の塩化ビニル製蓋または防護鉄蓋（T－8）を使用する
　 ※原則として⼟地1筆に対して1つ設けること
　 ※造成工事等で公共桝周辺の使用計画が決定していない場合は防護鉄蓋（T－8）を使用すること

◎取付管 取付管の種類 … φ150mmVU管（勾配︓10‰）
　　　　　　　　　　　 下⽔道本管がφ150mmの場合︓φ125mmVU管（勾配︓10‰）
取付管の施工 … 下⽔道本管に対して平面的に直角、断面的に本管斜め上部に⽀管により接続する

　　　　　　　（本管の中⼼線から上⽅、管頂から60°の間に取付）
　　　　　　　　　　　 下⽔道本管接続に伴う取付管相互及び⼈孔との離隔距離は1m以上とする

　　　　　　　　　　　　　　（芯々間ではなく管の外々間）
　　　　　　　　　　　 曲管の使用は原則として2個以内で、連続使用は避ける
　　　　　　　　　　　 曲管の角度は60°以下とする

◎流量の計算 ■⾬⽔量の算定 … Q＝1/360×C×I×A（m3/s）　[合理式]
　　　　　　C︓流出係数　屋根＝0.90　勾配の急な⼭地＝0.50　⽔路・⽥面＝1.00
　　　　　　　 （参考値）　空地＝0.20　勾配の緩い⼭地＝0.30　公園・芝生・広場＝0.25
　　　　　　　　　　　　　　　道路＝0.85　その他の不透面＝0.80
　　　　　　 I　︓降⾬強度 I＝5,000/（t＋40）　[50mm/hr︓5年確率]
　　　　　　 I　︓降⾬強度 I＝5,900/（t＋40）　[59mm/hr︓10年確率]
　　　　　　 t　︓流達時間 t＝t1＋t2　（min）
　　　　　　 t1 ︓流⼊時間 7 min）　　t2 ︓流下時間L/V （min）　
　　　　　　 L　︓管渠延⻑（m） V︓管内流速（m/s） A︓排⽔面積（ha）

■汚⽔量の算定（管きょ） … 計画汚⽔量＝計画⼈⼝×計画時間最大汚⽔量
　　　　　計画時間最大汚⽔量　生活＝435㍑/⼈⽇・営業＝75㍑/⼈⽇
　　　　　変動係数（生活・営業）　　　⽇平均︓0.75　⽇最大︓1.00　時間最大︓1.50
　　　　　ただし、工場排⽔は事業形態別に算定すること

■q＝A×V （m3/s）
　　　　　A ︓ 流⽔の断面積 （m3）
　　　　　V ︓ 流速V＝1/n×R2/3×I1/2（m/s）
　　　　　n ︓ 組度係数　　ヒューム管・陶管＝0.013　塩化ビニル管＝0.010　
　　　　　R ︓ 径深R＝A/P （m）
　　　　　P ︓ 流⽔の潤辺⻑ （m）　　　　　　　　　　I ︓ 勾配

◎管渠断面の算定 汚⽔管の管渠断面は計画汚⽔量に余裕率を乗じて算定する
　 φ700mm未満 ︓ 計画汚⽔量×2.0 （余裕率 ︓ 計画汚⽔量の100%）

⾬⽔管の管渠断面は下記のとおりとする
　 円形管 ︓ 満管流量　　開渠 ︓ 8割⽔深かつ0.2H （H ︓ 深さ） 以上の余裕⾼　　暗渠 ︓ 9割⽔深

　　　　（0.2H＞0.60mの場合 ︓ 0.6m）

亘理町下⽔道施設設置基準
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◎降⾬強度式 ・中央第13排⽔区及び中央第14排⽔区

・その他の排⽔区

◎流達時間

(1)流⼊時間︓７分

(2)流下時間

◎流出係数

亘理町下⽔道施設設置基準
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特記：使用管種の寸法値は、下表の下水道協会規格値（JSWAS）を参照すること。

管布設工（１）

名　　　称 発 行 年

下水道用鉄筋コンクリート管 (A-1)　－2011－ 呼び径　150～3000 2011年

下水道推進工法用鉄筋コンクリート管（A-2） －2018－ 呼び径800～3000 2018年

シールド工事用標準セグメント (A-3､4)　－2001－ 2001年

下水道小口径管推進工法用鉄筋コンクリート管 (A-6)　－2000－ 呼び径　200～700 2003年

下水道ミニシールド工法用鉄筋コンクリートセグメント (A-7)－2005－ 呼び径　900～2000 2005年

下水道推進工法用ガラス繊維鉄筋コンクリート管 (A-8)　－2013－ 呼び径　800～3000 2013年

下水道用台付鉄筋コンクリート管 (A-9)－2006－ 呼び径　250～1200 2006年

下水道用鉄筋コンクリート製ボックスカルバート (A-12)　－2012－ 2012年

下水道用プレストレストコンクリート製ボックスカルバート (A-13)　－2012－ 2012年

下水道用ダクタイル鋳鉄管(G-1)-2016 2016年

下水道用推進工法用ダクタイル鋳鉄管(G-2)-2016 2016年

下水道用硬質塩化ビニル管 (K-1)　－2010－ 2010年

下水道用強化プラスチック複合管 (K-2)　－2017－呼び径　200～3000 2017年

下水道推進工法用硬質塩化ビニル管 (K-6)　－2009－呼び径　150～450 2009年

下水道用レジンコンクリート管 (K-11)　－1998－呼び径　150～600 2000年

下水道推進工法用レジンコンクリート管 (K-12)　－2016－ 2016年

下水道用リブ付硬質塩化ビニル管 (K-13)　－2003－呼び径　150～450 2003年

下水道用ポリエチレン管 (K-14)　－2018－ 2018年

下水道用リブ付ポリエチレン管 (K-15)　－2014－ 2014年

下水道内挿用強化プラスチック複合管 (K-16)　－2013－呼び径　600～3000 2013年

表　日本下水道協会規格　管種　一覧表　（JSWAS規格）
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特記：その他の管材は、各規格ごとの管種の資料を参照のこと。

【出典：公益社団法人日本下水道協会】

管布設工（２）

下水道用硬質塩化ビニル管（JSWAS　K-1） 下水道用鉄筋コンクリート管（JSWAS　A-1）
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特記：その他の管材は、各規格ごとの管種の資料を参照のこと。

【出典：公益社団法人日本下水道協会】

管布設工（３）

下水道用リブ付き硬質塩化ビニル管（JSWAS　K-13）
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特記１：その他の管材は、各規格ごとの管種の資料を参照のこと。
特記２：耐震計算の結果より、必要な接手性能を有する接手規格を選定すること。

【出典：公益社団法人日本下水道協会】

管布設工（４）

下水道用ダクタイル鋳鉄管（JSWAS　G-１）
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特記：その他の管材は、各規格ごとの管種の資料を参照のこと。

【出典：公益社団法人日本下水道協会】

管布設工（５）

下水道用ポリエチレン管（JSWAS　K-14）
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主な剛性管きょの種類 主な可とう性管きょの種類
①鉄筋コンクリート管 【開削工法，円形】 ①硬質塩化ビニル管 【開削工法，円形】

　JSWAS　A-1　（呼び径150～3000） 　JSWAS　K-1　（呼び径75～600）
　JSWAS　A-9　（呼び径250～1200） 　JSWAS　K-13 （呼び径150～450）
【推進工法，円形】 【推進工法，円形】
　JSWAS　A-2　（呼び径800～3000） 　JSWAS　K-6　（呼び径150～450）
　JSWAS　A-6　（呼び径200～700） ②強化プラスチック複合管 【開削工法，円形】
　JSWAS　A-8　（呼び径800～3000） 　JSWAS　K-2　（呼び径200～3000）

②鉄筋コンクリート製ボックスカルバート 【開削用，ボックスカルバート】 【内挿用，円形】
　JSWAS　A-12 （呼び径600×600～3500×2500） 　JSWAS　K-16 （呼び径600～3000）

③レジンコンクリート管 【開削工法，円形】 ③ポリエチレン管 【開削工法，円形】
　JSWAS　K-11 （呼び径150～600） 　JSWAS　K-14 （呼び径50～300）
【推進工法用，円形】 　JSWAS　K-15 （呼び径300～1000）
　JSWAS　K-12 （円形200～1650）

④ダクタイル鋳鉄管 【開削工法用，円形】
　JSWAS　G-1　（呼び径75～2600）
　JSWAS　G-2　（呼び径250～2600）

特記： 圧送管路については、基礎の有無を含めて別途検討を行う。

【出典：下水道施設計画・設計指針と解説　前編　-2019年版-　公益社団法人日本下水道協会】

管基礎工（１）

図　剛性管きょの基礎の種類

図　可とう性管きょの基礎の種類

―　一般的な基礎の種類と適用管種　―
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管基礎工（２）

改良土基礎工（硬質塩化ビニル管JAWAS K-1）

寸　法　表 単位（mm）

呼び径 管　厚 外　径 基礎高 A区分埋戻高

D ｔ D1 ｈ H

150 7.5 165 100 365

200 8.0 216 100 416

250 8.5 267 100 467

300 9.0 318 100 518

350 10.0 370 100 570

400 10.0 420 100 620

450 10.0 470 100 670

500 10.0 520 100 720

600 15.0 630 100 830

種　類

硬
質
塩
化
ビ
ニ
ル
管

改良土基礎工（リブ付き硬質塩化ビニル管JSWAS K-13）

寸　法　表 単位（mm）

呼び径 管　厚 外　径 基礎高 A区分埋戻高

D ｔ D1 ｈ H

150 2.8 156 100 356

200 2.8 206 100 406

250 3.1 256 100 456

300 3.6 307 100 507

350 3.7 357 100 557

400 3.8 408 100 608

450 3.9 458 100 658

種　類

リ
ブ
付
き

硬
質
塩
化
ビ
ニ
ル
管

改良土基礎工（鉄筋コンクリート管JAWAS A-1）

単位（mm）

管　径 管　厚 管外径 基礎高 A区分埋戻高

D ｔ D1 ｈ H

200 27 254 100 454

250 28 306 100 506

300 30 360 100 560

350 32 414 100 614

400 35 470 100 670

450 38 526 100 726

500 42 584 150 834

管　種

B　型

コンクリート90°固定基礎（鉄筋コンクリート管JSWAS A-1）

D ｔ ｂ 1 ｂ 2 ｈ 1 ｈ 2 ｈ 3 ｈ 4 コンクリート（ｍ3） 型　枠（ｍ2） 基礎材（ｍ2） 管本数（本）

P1－RC－D200 200 27 400 600 504 140 100 150 0.509 2.800 6.000 5.0

P1－RC－D250 250 28 450 650 556 150 100 150 0.597 3.000 6.500 5.0

P1－RC－D300 300 30 500 700 610 160 100 150 0.688 3.200 7.000 5.0

P1－RC－D350 350 32 550 750 664 170 100 150 0.784 3.400 7.500 5.0

P1－RC－D400 400 35 550 750 770 220 150 150 1.048 4.400 7.500 4.1

P1－RC－D450 450 38 600 800 826 230 150 150 1.171 4.600 8.000 4.1

P1－RC－D500 500 42 650 850 884 240 150 150 1.298 4.800 8.500 4.1

　　　　　寸　　法　　表　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位mm） 　　　　材　　料　　表　　　　　　　（10m当たり）
管　種

B形管

記　号

コンクリート120°固定基礎（鉄筋コンクリート管JSWAS A-1）

D ｔ ｂ 1 ｂ 2 ｈ 1 ｈ 2 ｈ 3 ｈ 4 コンクリート（ｍ3） 型　枠（ｍ2） 基礎材（ｍ2） 管本数（本）

　RC－D200 200 27 450 650 504 170 100 150 0.666 3.400 6.500 5.0

　RC－D250 250 28 500 700 556 180 100 150 0.756 3.600 7.000 5.0

　RC－D300 300 30 550 750 610 190 100 150 0.846 3.800 7.500 5.0

　RC－D350 350 32 600 800 664 210 100 150 0.997 4.200 8.000 5.0

　RC－D400 400 35 650 850 770 270 150 150 1.416 5.400 8.500 4.1

　RC－D450 450 38 700 900 826 290 150 150 1.605 5.800 9.000 4.1

　RC－D500 500 42 750 950 884 300 150 150 1.726 6.000 9.500 4.1

管　種 記　号
　　　　　寸　　法　　表　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位mm） 　　　　材　　料　　表　　　　　　　（10m当たり）

B形管

コンクリート180°固定基礎（鉄筋コンクリート管JSWAS A-1）

D ｔ ｂ 1 ｂ 2 ｈ 1 ｈ 2 ｈ 3 ｈ 4 コンクリート（ｍ3） 型　枠（ｍ2） 基礎材（ｍ2） 管本数（本）

P2－RC－D200 200 27 500 700 504 230 100 150 0.889 4.600 7.000 5.0

P2－RC－D250 250 28 550 750 556 260 100 150 1.041 5.200 7.500 5.0

P2－RC－D300 300 30 600 800 610 280 100 150 1.171 5.600 8.000 5.0

P2－RC－D350 350 32 650 850 664 310 100 150 1.330 6.200 8.500 5.0

P2－RC－D400 400 35 700 900 770 390 150 150 1.839 7.800 9.000 4.1

P2－RC－D450 450 38 750 950 826 420 150 150 2.027 8.400 9.500 4.1

P2－RC－D500 500 42 800 1000 884 450 150 150 2.214 9.000 10.000 4.1

B形管

管　種 記　号
　　　　　寸　　法　　表　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位mm） 　　　　材　　料　　表　　　　　　　（10m当たり）

コンクリート360°固定基礎（鉄筋コンクリート管JSWAS A-1）

D ｔ ｂ 1 ｂ 2 ｈ 1 ｈ 2 ｈ 3 コンクリート（ｍ3） 型　枠（ｍ2） 基礎材（ｍ2） 管本数（本）

　P3－D200 200 27 460 660 610 460 100 1.609 9.200 6.600 5.0

　P3－D250 250 28 520 720 670 520 100 1.969 10.400 7.200 5.0

　P3－D300 300 30 560 760 710 560 100 2.118 11.200 7.600 5.0

　P3－D350 350 32 620 820 770 620 100 2.498 12.400 8.200 5.0

　P3－D400 400 35 780 980 930 780 150 4.349 15.600 9.800 4.1

　P3－D450 450 38 840 1040 990 840 150 4.883 16.800 10.400 4.1

　P3－D500 500 42 900 1100 1050 900 150 5.421 18.000 11.000 4.1

記　号
　　　　　　　　　寸　　法　　表　　　　　　　　　　　（単位mm） 　　　　材　　料　　表　　　　　　　（10m当たり）
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①埋戻し土の締固め

　埋戻し部を十分に締め固めることにより埋戻し部の液状化に対するせん断抵抗を高め、
液状化の発生及び浮き上がりの被害を防止するものである。
　締固め度で90％以上確保する。

②砕石等による埋戻し

　透水性の高い砕石等の材料により埋戻しを多なうもので、地震時に生じる過剰間隙水圧
を消散させ、液状化の発生及び浮き上がりの被害を防止するものである。

③埋戻し土の固化

　埋戻し土に固化剤を添加し固化することにより、液状化の発生を防止するものである。掘
削発生土あるいは購入土にセメントやセメント系の固化剤を添加させる。あるいは、掘削発
生土に消石灰や焼却灰を添加して固化させるのが一般的である。
　現地における一軸圧縮強度の平均値で、50ｋPa～100ｋPaを確保する。

管基礎工（３）

10



１．マンホールの配置 (2)下水道用レジンコンクリート製マンホール

(1)設置箇所

　マンホールは、維持管理する上で必要な箇所のほか、管きょの起点及び方向又は勾配が変化する箇所、
管きょ径等が変化する箇所、段差が生じる箇所、管きょが会合する箇所に設ける。

(2)設置間隔

　管きょの直線部のマンホール最大間隔は、管きょ径によって次表を標準とする。

２．種類及び構造

　標準及び特殊マンホール本体の種類、形状及び構造は次のとおりである。

(1)下水道用鉄筋コンクリート製組立マンホール

(3)円形（現場打ち）マンホール

図　削孔間隔

【出典：下水道施設計画・設計指針と解説　前編　-2019年版-（公社）日本下水道協会】

マンホール工（１）

管きょ径（mm） 600以下 1,000以下 1,500以下 1,500超

最大間隔（m） 75 100 150 200

呼び⽅ 形状寸法 用　　途

円形０号マンホール
ＣＭ０ 内径　75cm　円形

小規模な排⽔⼜は起点
他の埋設物の制約等から１号マンホールが
設置できない場合

円形１号マンホール
ＣＭ１ 内径　90cm　円形 管の起点及び内径500mm以下の管の中間点

並びに内径400mmまでの管の会合点

円形２号マンホール
ＣＭ２ 内径120cm　円形 内径800mm以下の管の中間点及び内径

500mm以下の管の会合点

円形３号マンホール
ＣＭ３ 内径150cm　円形 内径1,100mm以下の管の中間点及び内径

700mm以下の管の会合点

円形４号マンホール
ＣＭ４ 内径180cm　円形 内径1,200mm以下の管の中間点及び内径

800mm以下の管の会合点

円形５号マンホール
ＣＭ５ 内径220cm　円形 内径1,500mm以下の管の中間点及び内径

1,100mm以下の管の会合点

楕円（⽅円）マンホール 60×90cm　楕円
　　　　　　（⽅円）

他の埋設物の制約等から１号マンホールが
設置できない場合

注１．用途欄の内径は、推進工法用鉄筋コンクリート管を接続に使用した場合を設定。

　３．楕円（⽅円）マンホールは、⽇本下⽔道協会の認定工場制度におけるⅡ類資機材に登録された製品である。

　２．用途欄の内径は、流出管と流⼊管がほぼ同じ⾼さの場合である。管の段差や角度により形状寸法を設定する
　　　こともできる。

呼び⽅ 形状寸法 用　　途

円形75（０号）マンホール
ＲＭＨ７５ 内径　75cm　円形

小規模な排⽔⼜は起点
他の埋設物の制約等から１号マンホー
ルが設置できない場合

円形90（１号）マンホール
ＲＭＨ９０ 内径　90cm　円形

管の起点及び内径500mm以下の管の
中間点並びに内径350mmまでの管の
会合点

円形120（２号）マンホール
ＲＭＨ１２０ 内径120cm　円形 内径800mm以下の管の中間点及び内

径500mm以下の管の会合点

円形150（３号）マンホール
ＲＭＨ１５０ 内径150cm　円形 内径1,000mm以下の管の中間点及び

内径700mm以下の管の会合点

円形180（４号）マンホール
ＲＭＨ１８０ 内径180cm　円形 内径1,100mm以下の管の中間点及び

内径800mm以下の管の会合点

楕円形60×90
ＲＭＨ６０９０ 楕円　60×90cm 内径300mm以下の管の中間点及び会

合点

注１．用途欄の内径は、円形レジンマンホールは、推進工法用鉄筋コンクリート管を接続した場合を設定。
　２．用途欄の内径は、楕円形レジンマンホールは、鉄筋コンクリート管（外圧管）を接続した場合を設定。
　３．用途欄の内径は、流出管と流⼊管がほぼ同じ⾼さの場合である。管の段差や角度により形状寸法を設定す
　　　ることもできる。

呼び⽅ 標準形状寸法 用　　途

１号マンホール 内径　90cm　円形

管の起点及び内径600mm以下の管の中間点
並びに内径450mmまでの管の会合点
く形きょ、馬てい形きょ及びシールド工法等
による管きょの中間点

２号マンホール 内径120cm　円形

内径900mm以下の管の中間点及び内径
600mm以下の管の会合点
く形きょ、馬てい形きょ及びシールド工法等
による管きょの中間点

３号マンホール 内径150cm　円形 内径1,200mm以下の管の中間点及び内径800
mm以下の管の会合点

４号マンホール 内径180cm　円形 内径1,500mm以下の管の中間点及び内径
900mm以下の管の会合点

注１．用途欄の内径は、鉄筋コンクリート管を接続に使用した場合を設定。
　２．用途欄の内径は、流出管と流⼊管がほぼ同じ⾼さの場合である。管の段差や角度により形状寸法を設定す
　　　ることもできる。
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(4)く形（現場打ち及び工場製品）マンホール ３．副管

　
　副管は、流入管きょと流出管きょとの段差が0.6ｍ以上の場合に設ける。

　原則として、内側（マンホール内）に設置する。

【出典：下水道施設計画・設計指針と解説　前編　-2019年版-（公社）日本下水道協会】

マンホール工（２）

呼び⽅ 標準形状寸法 用　　途

特１号マンホール 内のり　60×90cm　角形 ⼟被りが特に少ない場合、他の埋設物の制約
等から円形マンホールが設置できない場合

特２号マンホール 内のり120×120cm　角形
内径1,000mm以下の管の中間点⼜は最大内
径1,000mm(流⼊角度90°)の会合点
現場状況に応じて円形⼜はく形を選択する

特３号マンホール 内のり150×120cm　角形
内径1,200mm以下の管の中間点⼜は最大内
径1,000mm(流⼊角度90°)の会合点
現場状況に応じて円形⼜はく形を選択する

特４号マンホール 内のり180×120cm　角形
内径1,500mm以下の管の中間点⼜は最大内
径1,000mm(流⼊角度90°)の会合点
現場状況に応じて円形⼜はく形を選択する

５号マンホール 内のり210×120cm　角形
内径1,800mm以下の管の中間点⼜は最大内
径1,000mm(流⼊角度90°)の会合点
現場状況に応じて円形⼜はく形を選択する

６号マンホール 内のり260×120cm　角形
内径2,200mm以下の管の中間点⼜は最大内
径1,000mm(流⼊角度90°)の会合点
現場状況に応じて円形⼜はく形を選択する

７号マンホール 内のり300×120cm　角形
内径2,400mm以下の管の中間点⼜は最大内
径1,000mm(流⼊角度90°)の会合点
現場状況に応じて円形⼜はく形を選択する

現場打ち管きょ用
マンホール 内のりＤ１×Ｄ２　角形

く形きょ、馬てい形きょ及びシールド工法等
による管きょの中間点
⾬⽔吐、マンホールポンプ室

注１．用途欄の内径は、鉄筋コンクリート管を接続に使用した場合を設定。
　２．用途欄の内径は、工場製品の場合、ハンチなどの大きさを考慮して決定する。
　３．会合点では、最大内径未満の管についてはマンホールの内のり寸法の範囲であれば、流⼊角度を90°以上
　　　　にも設置することができる（図4.3.3参照）。
　４．用途欄の内径は、流出管と流⼊管がほぼ同じ⾼さの場合である。管の段差や角度により形状寸法を設定す
　　　　ることもできる。

本　管　径
（mm） 分流式（汚⽔管路） 合流式

150 100 —
200 150 150
250 200 200
300 200 200
350 200 200
400 200 200
450 250 250
500 別途考慮 250
600 別途考慮 300

700以上 別途考慮 別途考慮

副　管　径（mm）
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７．小型マンホール

　小型マンホールの維持管理作業は、地上部から器具を使っての点検や清掃となるため、マンホールの最大深さは2.0ｍ
を標準とする。
　なお、設置最大間隔は50ｍとする。

(1)下水道用硬質塩化ビニル製小型マンホール

（２）下水道用レジンコンクリート製小型マンホール

【出典：下水道施設計画・設計指針と解説　前編　-2019年版-（公社）日本下水道協会】

マンホール工（３）

種　　類 形状寸法 用　　途
塩ビ起点

ＫＴ 内径　30cm　円形 内径250mm以下の硬質塩化ビニル
管の起点

塩ビ屈曲
Ｌ（曲り角度） 内径　30cm　円形

内径250mm以下の硬質塩化ビニル
管の15°、30°、45°、60°、75°、
90°の屈曲点

塩ビ合流
Ｙ（合流角度） 内径　30cm　円形 内径200mm以下の硬質塩化ビニル

管の45°、90°の会合点
塩ビ中間

ＳＴ（ストレート） 内径　30cm　円形 内径250mm以下の硬質塩化ビニル
管の中間点

塩ビ落下
ＤＲ（ドロップ） 内径　30cm　円形 内径250mm以下の硬質塩化ビニル

管の落差点

注１．塩ビ屈曲の用途欄の角度は、インバート部の曲り角度を⽰す。
　２．塩ビ合流の用途欄の角度は、インバート部の合流角度を⽰す。
　３．塩ビ合流は、維持管理が困難な場合等は使用を避ける。

呼び⽅ 形状寸法 用　　途
円形小型30
ＲＭＣ30 内径　30cm　円形 内径200mm以下の管の起点及び中間

点並びに内径150mmの会合点
円形小型50
ＲＭＣ50 内径　50cm　円形

円形小型60
ＲＭＣ60 内径　60cm　円形

注１．用途欄の内径は、鉄筋コンクリート管を接続に使用した場合を設定。

内径250mm以下の管の起点及び中間
点並びに内径200mmの会合点
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※ ステップの位置は原則としてマンホール下流側とする。（ただし、車道の片側に占用を考えた場合等、状況により歩道側の方へステップを取付けることも検討すること。）
※ 管渠径600mm以下のマンホールの最大間隔は75ｍとする。
※ マンホール深さが2m以上の場合は、転落防止梯子を設置する。
※ 鉄蓋は、汚水（O）、雨水（U）、幹線（幹）、枝線（枝）、路線番号、設置年度を明示する。
※ 本資料は、組立１号マンホールに係るものである。
※ その他のマンホールについては、標準構造図による。
※ マンホール使用部材は、流入・流出管底高、経済性等を総合的に判断し決定する。

マンホール工（４）
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汚水桝・取付管
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特記１： 切梁設置位置は工事個所により計算の上決定すること。
特記２： 支保材は掘削深が2.00m以下は1段、2.00mを超える場合は2段とする。
特記３： 土留工の種類を指定するものではないが、施工性、経済性、安全性等を確認の上、施工すること。
特記４： 土留工は、仮設計算を実施し、その安全性を確認した上で施工すること。

土留工
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特記： 復旧断面・復旧範囲は、あらかじめ道路管理者に確認の上、施工すること。

舗装復旧
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特記： あらかじめ関係機関と協議の上、設置すること。

保安施設参考図（１）
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特記： あらかじめ関係機関と協議の上、設置すること。

保安施設参考図（２）
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特記１： 当保安施設配置図は、あくまでも参考であり、当該警察署と協議し設置すること。
特記２： 工事現場においては、現場に適した配置を行うとともに、所轄警察署長の指示に従うこと。

保安施設参考図（３）

―　片側交互通行の場合（参考）　―

―　通行止めの場合（参考）　―
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